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　　（注）件数及び金額は、各年度の年間の実績である。「30年7月」は、30年4月から7月までの実績である。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年7月

金額 363 531 449 425 321 341 294 298 279 273 69

件数 1,647 1,894 1,731 1,562 1,359 1,380 1,235 1,203 1,121 1,047 282
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保証引受の推移

（件）（億円）

29年度の保証引受は、1,047件・273億円であり、前年度に比べ、件数で74件（6.6％）、金額で6億円（2.2％）減少した。保証引受額

の大宗を占める木材・木製品製造業に対する貸付額が減少基調にあること、また、日本銀行の金融緩和の流れの中で、金融機関による

低利プロパー融資の増加やその利率と比較した保証料率に割高感があることから、近年、保証引受額は減少傾向にある。

なお、30年7月末現在の保証引受は、前年同期比4.1％減の69億円である。

業務実績 （1）保証引受の状況
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　　（注）件数及び金額は、各年度末の実績である。「30年7月」は、30年7月末現在の実績である。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年7月

金額 377 544 601 628 560 494 436 401 368 351 350

件数 1,831 2,102 2,264 2,334 2,213 2,094 1,938 1,814 1,702 1,622 1,586
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29年度末の保証残高は、1,622件・351億円であり、前年度末に比べ、件数で80件（4.7％）、金額で17億円（4.5％）減少した。保証

引受が減少していること、また、24年度以降における長期資金（緊急経済対策としての臨時保証や東日本大震災の復旧に係る保証）の

償還が進んでいることから、近年、保証残高は減少傾向にある。

なお、30年7月末現在の保証残高は、前年同期比3.0％減の350億円である。

業務実績 （2）保証残高の状況
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資金使途別保証実績額及び内訳

(単位：件、百万円）

件数 金額 金額割合 件数 金額 金額割合 件数 金額 金額割合 件数 金額 金額割合 件数 金額 金額割合 件数 金額 金額割合

素材生産 406 7,141 22.3% 421 8,040 23.6% 377 7,385 25.1% 390 7,555 25.4% 402 7,843 28.1% 394 7,878 28.9%

木材・木製品製造 787 19,973 62.3% 783 20,702 60.7% 709 17,814 60.6% 664 17,998 60.4% 595 16,346 58.6% 540 15,679 57.5%

卸　売 114 4,285 13.4% 131 4,869 14.3% 99 3,605 12.3% 99 3,523 11.8% 67 2,870 10.3% 56 2,894 10.6%

種苗生産 9 160 0.5% 9 119 0.3% 10 170 0.6% 18 298 1.0% 21 380 1.4% 20 342 1.3%

その他※ 43 493 1.5% 36 392 1.1% 40 410 2.0% 32 404 1.4% 36 440 1.6% 37 472 1.7%

総　計 1,359 32,052 100.0% 1,380 34,122 100.0% 1,235 29,384 100.0% 1,203 29,778 100.0% 1,121 27,879 100.0% 1,047 27,265 100.0%

※　その他は、造林・育林、きのこ生産などである。

H29H28H24 H25 H26 H27
資金使途別

29年度の資金使途別保証実績のうち、木材・木製品製造の金額割合は57.5％と大宗を占めているが、近年、件

数・金額ともに減少傾向で推移している。

素材生産は、人工林が主伐期を迎え、国産材の素材生産量が増加する中で、件数は減少しているものの、相対的

な割合は高まっている。また、種苗生産も、今後、主伐後の再造林に必要となることから、近年、増加傾向となっ

ている。
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